セクシュアルハラスメント防止規程

宣言

　セクシュアルハラスメントは、職場の内外、時間と場所、また状況の如何を問わず、これを受けた従業員の人間としての尊厳を不当に傷つけ、癒しがたい不快感や恐怖心をもたらすだけでなく、職場の秩序、労働環境を著しく損ね、業務の遂行を阻害し、ときに会社の信用さえ失墜させる反社会的行為である。万一、当社においてセクシュアルハラスメントが生起した場合は、会社は就業規則に照らし、厳正に懲戒処分を適用することとなる。加害者自身その行為によって周囲からの信頼を失い、会社の懲戒処分ばかりか悪質な場合は刑事罰を受けることにもなりかねず、そうなれば失われるものはあまりにも大きく、まさに愚行である。

　我が社は、こうしたセクシュアルハラスメントを断じて許さず、経営者・従業員一人ひとりが相互に相手の立場に立って心情を思いやり、セクシュアルハラスメントのない、快適な職場をつくることを宣言し、本規程を定めるものである。　　　　　代表取締役社長

（目的）

第　１　条　この規程は、就業規則第○条および「男女雇用機会均等法」に基づき、経営トップの方針の下、職場等におけるセクシュアルハラスメントの防止および排除のために従業員が遵守するべき事項、ならびにセクシュアルハラスメントに起因する問題が生じた場合に適切に対処するために、雇用管理上の措置を定めたものである。

（定義）

第　２　条　この規程において用いる以下の用語の定義は、当該各号に定めるところによる。

⑴　セクシュアルハラスメント
職場等において従業員が他の従業員を不快にさせる性的な言動および当該受動的従業員の対応等により、その従業員の労働条件に不利益を与えること、ならびに性的な言動（※）により就業環境を害することをいう。

⑵　職場等
日常勤務する場所のほか取引先の事務所、業務打合せに使う飲食店、接待の席、同様の目的での顧客の自宅、出張先施設および宿泊所、移動等の各交通機関の中、取材先、勤務時間外での実質的に職場の延長と見なされる宴席等のほか、職務に係るあらゆる場をいう。

※　性的な言動…性的な関心や欲求に基づく行動、たとえば

①　性的な関係を強要すること

②　必要なく身体に触れること

③　猥褻な図画を配布したり、掲示すること

④　パソコン等電子機器のディスプレイに、猥褻な画像等を表示させること

等のこと、また性的な発言は、たとえば

⑤　性的な事実関係を尋ねること

⑥　性的な内容の情報を意図的に流布すること

⑦　性別により役割を分担すべきとする意識に基づく性差別発言

等をいう。

（禁止行為等）

第　３　条　従業員は他の従業員の意に反し、セクシュアルハラスメント行為をしてはならない。

２　従業員は他の従業員のセクシュアルハラスメント行為を黙認してはならない。

（監督者の責務）

第　４　条　従業員を監督する地位にある者（以下、「監督者」という。）は、次の各号に掲げる事項に留意して、セクシュアルハラスメントの防止および排除に努めるとともに、セクシュアルハラスメントに起因する問題が生じた場合には、迅速かつ適切に対処しなければならない。

⑴　日常の業務を通じた啓発・指導等により、セクシュアルハラスメントについての従業員の注意を喚起し、また認識を深めさせること

⑵　従業員の言動に十分注意を払い、セクシュアルハラスメントおよびこれに起因する問題が、職場等に生じることがないように配慮すること

（相談窓口の設置）

第　５　条　セクシュアルハラスメントの被害者に限らず、すべての従業員は次項に定める相談窓口に、セクシュアルハラスメントに関する相談および苦情の申立てをすることができる。

２　会社は前項の窓口を人事部に置き、人事部長を責任者とする。人事部長は１名以上の窓口担当者を定めてこれを周知させる。変更のあった場合も同様とする。

（苦情等への対応）

第　６　条　前条第１項の相談または苦情の申立てがあった場合、窓口担当者は相談者から事情聴取を行って申立ての趣旨を確認した後、人事部長へ報告を行う。

２　人事部長は、相談者の所属事業所長に連絡のうえ、本社にあっては人事部長が、他の事業所にあっては事業所長が、相談者の人権に十分配慮し、必要に応じて行為者、被害者、上司ならびに他の従業員等に事実関係を聴取する。

３　前項の聴取を求められた従業員は、正当な理由なくこれを拒むことはできない。

４　人事部長は各事情聴取を経て事実関係を確認し、これを社長に報告したうえ、就業規則に照らして懲戒に該当する場合は、行為者に対して厳正な処分を行うとともに、行為者の異動等適切な措置をとり、被害者従業員の労働条件および就業環境を改善し、併せて再発防止の措置をとる。

　なお、事情により処分が監督者に及ぶことがある。

５　人事部長は相談および苦情への対応にあたっては、当該事案の関係者のプライバシーや人権を保護するために適切な措置を講じ、また相談したことおよび事実関係の確認に協力したことをもって、不利益な取扱いは行わない。

（再発防止の措置等）

第　７　条　人事部長は、セクシュアルハラスメント事案が発生したときは、本規程の趣旨の周知・再徹底をはかるため、監督者研修をはじめとする階層別研修、事業所研修等を通じて再発防止の措置をとるものとする。

（被害者のケア）

第　８　条　セクシュアルハラスメントの被害者が、その受けた行為が原因で心身に障害を受け、就業に支障をきたすなどの状況を生じた場合は、会社は専門医等を斡旋して受診の便宜をはかるなどのほか、当該従業員の意向を斟酌し休職措置をとるなど、回復に向け十全の支援を行うものとする。
平成○○年○○月○○日制定施行
 eq \o\ac(○,秘)
セクシュアルハラスメント相談票　　　
Ｎｏ．　―
	相　談　日
	平成　　年　　月　　日(　)　　時　　分～　　時　　分

	相　談　者


	所　　　属
	職
	氏　　　名
	性別

	
	
	
	
	男

女

	相談方法
	　　　　　　　　来談　　　電話　　その他

	相談場所
	

	相談担当者


	所　　　属
	　　職
	氏　　　名

	
	
	
	

	相談内容
	

	相談者の要望
	

	措置状況
	

	備　　　考
	


注：相談受付日と相談日が異なる場合には備考欄に受付日を記入のこと。
PAGE  
1

